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セ ンサ 一体 型 カバ一 ガ ラスの製造方法 を開示す る。 この方法 は、一主面 に入 力位置検 出用電極 お よび
遮光層 を備 えた ガラス基板 を作 製す る工程 と、 ガ ラス基板 を複 数枚 、介在 を介 して積 層 して積 層体 を作
製す る工程 と、積層体の外縁部 を、 ブラシ毛が植設 され た 回転研磨装置 に よ り研磨す る工程 と、研磨 さ
れ た積 層体 か ら介在 を除去す る工程 とを有す る。介在 は、積層体 の積 層方 向視 において素材 ガ ラス基板
の外縁 よ り内側 に配置 され て、 ガ ラス基板 同士の 間に隙間が形成 され てお り、 この隙間の最小幅 （A m i
n) とブラシ毛の先端部直径 （D ) が、 A m i n ≤ D の関係 を満た している。



明 細 書

発明の名称 ：

センサ一体型カバーガラスの製造方法、およびセンサ一体型カバーガラス

技術分野

[0001 ] 本発明は、センサ一体型カバ一ガラスの製造方法、およびそのような方法

で製造されたセンサ一体型カバ一ガラスに関する。

背景技術

[0002] スマ一 卜フォンやタブレツ卜コンピュータ等に用いられる静電容量型タツ

チパネルにおいては、一般に、センサ一ガラス基板上に入力位置検出用電極

を形成 し、このようなガラス基板とは別に、その入力操作が行われる側に力

バ一ガラスを配置 している。カバ一ガラス基板上には、黒色の遮光層が設け

られる。

[0003] 近時、このような静電容量型タツチパネルにおいて入力位置検出用電極を

形成 した強化ガラス基板をカバ一ガラスとして使用すること、すなわちセン

サ一体型カバ一ガラスが検討されている。これにより、部品数の削減や、薄

型化及び軽量化を図ることができる （例えば、特許文献 1参照）。

[0004] 「強化ガラス」とは、表裏の主表面に圧縮応力を有する層が掲載されてい

るものであり、応力を均衡させるため厚さ方向の内部には引張応力層が形成

される。強化ガラスの製造方法としては、加熱と冷却によるガラスの膨張と

収縮を利用する物理強化法 （風冷強化法）と、ガラス中のアルカリイオンを

よりイオン半径の大きな他のアルカリイオンと交換 （イオン交換）する化学

強化法が知られている。カバ一ガラス等の薄いガラスの場合、一般的に化学

強化法が適用される。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 1 _ 1 9 7 7 0 8 号公報

発明の概要



発明が解決しょうとする課題

[0006] センサ一体型カバ一ガラスを得るには、所望の寸法のカバ一ガラス基板を

多数個取りできる素板 （大サイズのガラス基板）に、成膜工程やパターン二

ング工程等を行って入力位置検出用電極 （センサ）等を形成 し、その後、切

断 して複数の製品サイズのガラス基板に分割する方法が生産性の観点から好

ましい。 しか し、素板として強化ガラス基板を用いると、切断 したガラス基

板の端面に引張応力層が露出する。そのため、ガラス基板の端面に傷がある

とその傷を起点に割れることがある。

[0007] このような割れを防止するためには、切断後、その端面を研磨することが

有効な対策となろう。前記端面を研磨することで割れの原因となる傷を除去

することができる。 しか し、上記ガラス基板には、一方の面に入力位置検出

用電極、遮光層等が設けられており、特に遮光層は略切断端まで形成されて

いるため、研磨処理によって遮光層が削られて しまうおそれがある。

[0008] 本発明は、上記課題に対処 してなされたもので、静電容量型タツチパネル

に用いられる、入力位置検出用電極が形成される基板としての機能とカバ一

ガラスとしての機能を併せ持つセンサ一体型カバ一ガラスの製造方法であつ

て、端面強度が高く信頼性に優れたセンサ一体型カバ一ガラスを生産性良く

製造することができる方法、およびそのような方法で製造されたセンサ一体

型カバ一ガラスの提供を目的とする。なお、本明細書において特に断りのな

い場合、強度は端面強度を意味する。

課題を解決するための手段

[0009] 本発明の一態様においては、センサ一体型カバ一ガラスの製造方法を開示

する。この方法は、一主面に入力位置検出用電極および遮光層を備えたガラ

ス基板を作製する工程と、前記ガラス基板を複数枚、介在を介 して積層 して

積層体を作製する工程と、前記積層体の外縁部を、ブラシ毛が植設された回

転研磨装置により研磨する工程と、前記研磨された積層体から前記介在を除

去する工程とを有する。前記介在は、前記積層体の積層方向視において前記

ガラス基板の外縁より内側に配置されて、前記ガラス基板同士の間に隙間が



形成されており、前記隙間の最小幅 （A m i n ) と前記ブラシ毛の先端部直径 （

D ) が、 A m i n D の関係を満た している。

[001 0] 本発明の他の態様においては、上記方法によって製造されたセンサ一体型

カバ一ガラスを開示する。

発明の効果

[001 1] 本発明によれば、強度が高 く信頼性に優れたセンサ一体型カバ一ガラスを

生産性良く製造することができる方法が提供される。また、本発明によれば

、そのような方法で製造された、強度が高 く信頼性に優れたセンサ一体型力

バ一ガラスが提供される。

図面の簡単な説明

[001 2] [ 図1] _ 実施形態によるセンサ一体型カバ一ガラスの要部構成を概略的に示す

[ 図2]_ 実施形態によるセンサ一体型カバ一ガラスの製造方法を示す。

[ 図3] 図 2 の要部を拡大 して示す。

発明を実施するための形態

[001 3] 以下、本発明の実施の形態について説明する。なお、説明は図面に基づい

て説明するが、それらの図面は図解のために提供されるものであり、本発明

はそれらの図面に何 ら限定されるものではない。また、各図において、共通

する部分には同一符号を付 している。

[0014] 図 1 は、本発明の一実施形態に係るセンサ一体型カバ一ガラスの要部構成

を概略的に示す断面図である。

[001 5] 本実施形態のセンサ一体型カバ一ガラス 1 は、例えば、スマー トフォンや

タブレッ トコンピュータ等の静電容量型タツチパネルを構成するものであり

、図 1 に示すように、強化ガラス基板 1 0 を備えている。この強化ガラス基

板 1 0 は、静電容量型タツチパネルの入力操作面を構成するカバ一ガラスと

しての機能と、センサとして機能する入力位置検出用電極 1 2 が形成される

ガラス基板としての機能を併せ持つている。強化ガラス基板 1 0 の厚さは、

通常に 3 ~ 1 . 5 m m、好ましくは 0 . 5 ~ 1 . 1 m m である。



[001 6] 強化 ガラス基板 1 0 は、板 ガラスを化学強化 した後、切断 したものであ り

、切断後 に、 その切断端面 にさ らに面取 り加工が施 されていてもよい （図 1

の例 では、切断端面 に面取 り加工が施 されている。 1 1 は面取 り部 を示す。

) 。板 ガラスの化学強化 は、板 ガラスをイオ ン交換用の処理液 に浸漬するこ

とによって行われ る。 すなわち、板 ガラスをイオ ン交換用の処理液 に浸漬す

ることによって、 ガラス表面 に含 まれ る小 さなイオ ン径 のイオ ン （例 えば、

N a +イオ ン）が大 きなイオ ン径 のイオ ン （例 えば、 K +イオ ン） に置換 され

、 その結果、 ガラス表面 に圧縮応力層が形成 され、強度 が向上する。応力の

釣 り合 いのため、強化 された板 ガラスの内部 には引張応力層が形成 され る。

[001 7] 強化 ガラス基板 1 0 の一主面 （入力操作面 とは反対側 の面）上 には、入力

位置検 出用電極 1 2 と、黒色の遮光層 1 4 と、周辺配線 1 6 と、 これ らを被

覆 する保護層 1 8 が設 け られている。

[001 8] 入力位置検 出用電極 1 2 は、 I T O (酸化 イ ンジウムスズ）膜等の透光性

導電膜 によ り、強化 ガラス基板 1 0 の主面の中央領域 に形成 されている。遮

光層 1 4 は入力位置検 出用電極 1 2 が形成 された中央領域 の周 りの領域、 す

なわち周辺領域 に、 チタンブラ ック等 を含む黒色の感光性樹脂 （フ ォ トレジ

ス ト） によ り 1 ~ 2 m の厚 さに形成 されている。入力位置検 出用電極 1 2

を形成 する透光性導電膜 の厚 さは、 2 0 ~ 1 0 0 n m程度 である。遮光層 1

4 は、 スク リー ン印刷法等 によって形成 されていてもよい。 印刷法 を用いた

場合、遮光層 1 4 の厚 さは 1 0 ~ 3 0 m 程度 と厚 くなるため、遮光層 1 4

は、 フォ トレジス トの使用が好 ま しい。

[001 9] 周辺配線 1 6 は、遮光層 1 4 上 に、例 えば、 M o _ N b 合金 / A I / M o

_ N b 合金、 M o _ N b 合金 / A I - N d 合金 / M o _ N b 合金等の金属か

らなる膜 によって形成 されている。周辺配線 1 6 を形成 する金属膜 の厚 さは

0 . 3 ~ 0 . 5 m程度 である。

[0020] 保護層 1 8 は、主 と して、入力位置検 出用電極 1 2 、黒色遮光層 1 4 およ

び周辺配線 1 6 の保護 を目的 と して、透光性 の フ ォ トレジ ス トによ り 1 ~ 2

m の厚 さに形成 されている。



[0021 ] 前述 したように、これらの入力位置検出用電極 1 2 、遮光層 1 4 、周辺配

線 1 6 、および保護層 1 8 が設けられている強化ガラス基板 1 0 は、生産性

の観点から、板ガラスを化学強化 した後、切断するか、切断後に面取り加工

を施 したものであることが好ましい。その切断端面、あるいは、切断後に面

取り加工が施された端面には、引張応力層が露出している。このような引張

応力層が露出した端面に傷があると、その傷を起点に強化ガラス基板 1 0 は

割れることがある。ここで、 「端面」とは、前記切断面および切断後に面取

りした面取り面を含むものとする。

[0022] これを防止するため、本実施形態においては、強化ガラス基板 1 0 の端面

に研磨処理が施されている。研磨処理によって強化ガラス基板 1 0 の強度を

高めることができ、高い信頼性を備えることができる。

[0023] 次に、本実施形態のセンサー体型カバ一ガラス 1 の製造方法について記載

する。

[0024] 図 2 は、本実施形態のセンサ一体型カバ一ガラス 1 の製造方法を説明する

図であり、図 3 は、その要部を拡大して示す図である。

[0025] 本実施形態のセンサ一体型カバ一ガラス 1 を製造するにあたっては、まず

、未強化の大サイズガラス基板を力リゥ厶塩溶融浴に浸漬する等 して化学強

化 して、大サイズの強化ガラス基板を得る。

[0026] 次に、大サイズ強化ガラス基板の一方の面に、入力位置検出用電極 1 2 、

黒色の遮光層 1 4 、周辺配線 1 6 、保護層 1 8 等を形成 した後、切断し、製

品サイズのガラス基板を複数枚取りする。各ガラス基板の一方の面には、入

力位置検出用電極 1 2 、黒色の遮光層 1 4 、周辺配線 1 6 、保護層 1 8 等が

設けられている。

[0027] 入力位置検出用電極 1 2 、遮光層 1 4 、周辺配線 1 6 および保護層 1 8 の

形成には、それぞれスパッタ法ゃ蒸着法等により透光性導電膜、黒色感光性

樹脂膜、金属膜および透光性の感光性樹脂膜を形成 した後、フォトリソダラ

フィ技術等により透光性導電膜、黒色感光性樹脂膜、金属膜、感光性樹脂膜

を所定の形状にパターニングする方法を用いることができる。



[0028] また、 大サ イズ強化 ガラス基板 の切 断 は、例 えば、 ス クライ プ プ レイ ク

法、 レーザ切 断法等 によ り行 うことがで きる。 ス クライ プ プ レイ ク法 は、

ガラス基板 の表 面 にス クライ プカ ツタを押 しつ けなが ら移 動 させ て、 ス クラ

イ ブ線 (溝 線 ）を形成 した後、 ガラス基板 を曲 げて折 る方法 であ る。 レ一ザ切

断法 と して は、 ガラス基板 の表 面 に レ一ザ光 を照射 し、 照射位 置 をガラス基

板 上 で移 動 させ て熱応 力 で割 断 す る方法 や、 ガラス基板 の 内部 に レーザ光 を

照射 し、 照射位 置 を移 動 させ て 内部 に改 質領 域 （ダメー ジ ライ ン） を形成 し

て分 断 す る方法 が例 示 され る。 ガラス基板 に熱応 力 を与 え る熱源 と して、 レ

- ザ光源 に代 えて放 電電極 を用 いて もよい。

[0029] 切 断後、 必要 に応 じて ガラス基板 の端 面 に面取 り加工 を施 す。 面取 り加工

の方法 と して は、 ダイヤ モ ン ド砥粒 を含有 させ たホ イール砥 石 を回転 しなが

ら端 面 に接触 させ て所望 の部位 を研 削 除去 す る方法 が一般 的 に適 用 され る

。 ただ し、 これ以外 の方法 によ って面取 り加工 を行 って もよい。

[0030] 次 に、 図 2 及び 図 3 に示 す よ うに、 上記製 品サ イズの ガラス基板 1 0 を複

数枚、例 えば 2 0 0 枚積 層 して、積 層体 2 0 と した後、積 層体 2 0 の外縁部

を ブラシ を備 えた回転研 磨装 置 3 0 で研 磨 す る。

[0031 ] ガラス基板 1 0 を積 層 す る際、 ガラス基板 1 0 の間 に介在 2 2 を配置 す る

。 図面 の例 で は、介在 2 2 は、 予め、 ガラス基板 1 0 の損傷 を防止 す るため

にガラス基板 1 0 の両 主面 に設 け られ た、 除去可能 な、例 えば、厚 さ 1 0 ~

3 0 m程度 の保護膜 2 2 と、積 層 す るガラス基板 1 0 間の間隔 を調製 す

るため に保護膜 2 の間 に挿 入 され た板状 の スぺ 一サ部 材 2 2 2 か ら構成

され て い る。 スぺ 一サ部 材 2 2 2 を用 いず、保護膜 2 2 1 の厚 み を変 え る こ

とで、 ガラス基板 1 0 間の間隔 を調整 す る ことも可能 であ るが、 スぺ 一サ部

材 2 2 2 を使 用 す る ことで、 ガラス基板 1 0 間の間隔 を容 易 に調整 す る こと

がで きる。保護膜 2 2 には、樹 脂 等 か らな る フ イル ム を用 い る ことがで き

る。保護膜 2 2 は、 また、 ガラス基板 1 0 の主面 に液状 の硬 化性樹 脂 を塗

布 し硬 化 させ る ことによ って形成 して もよい。 スぺ 一サ部 材 2 2 2 は、例 え

ば、 ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜樹 脂 等 の樹 脂 か ら構成 され る。前 記樹 脂 の



表面には、粘着層が形成されていてもよい。保護膜 2 2 1 を用いず、スぺ一

サ部材 2 2 2 のみで介在 2 2 を構成 してもよい。

[0032] 介在 2 2 を介 して積層されたガラス基板 1 0 は、クランプ等の治具 （図示

な し）で挟んで固定される。固定は治具を用いずに接着剤を用いて行っても

よい。この場合、研磨工程後に除去可能な接着剤、例えば熱軟化性樹脂系接

着剤を使用できる。

[0033] ガラス基板 1 0 は、略同 じ寸法形状を有 しており、外縁を揃えて積層され

ている。また、介在 2 2 を構成する保護膜 2 2 1 およびスぺ一サ部材 2 2 2

は、いずれも積層方向視 （図 2 中、矢印X 方向視）において、ガラス基板 1

0 の外縁より内側に配置され、ガラス基板 1 0 間に溝状の隙間 2 4 を形成 し

ている。

[0034] 回転研磨装置 3 0 としては、典型的には、図 2 に示すような、円筒体 3 2

と、この円筒体 3 2 の外周に設けられた多数の放射状に延びるブラシ毛 3 4

とを備えたものが例示されるが、特にこれには限定されない。円筒体 3 2 を

回転させて外縁部に接触させながら研磨するものであれば、任意の構成の回

転研磨装置を使用できる。

[0035] 研磨は、積層体 2 0 の外縁に向かって研磨材 3 6 を含有するスラリーを吐

出しながら行う。研磨材としては、酸化セリゥ厶、ジルコニァ等が使用でき

る。研磨材の平均粒径 （D 5 0 ) は、例えば、 5 m以下であり、好ましくは

2 m以下である。

[0036] 典型例として示 した上記の回転研磨装置 3 0 では、円筒体 3 2 の外周に、

多数のブラシ毛 3 4 が植設された長尺の部材 （チャンネル）が巻き付けられ

ている。ブラシ毛 3 4 は、ポリアミ ド樹脂等からなる可撓性の線材からなる

。線材には、アルミナ （A I 2 0 3 ) 、炭化ケィ素 （S ί C ) 、ダイヤモン ド

等の粒子が含まれていてもよい。

[0037] 図 3 に示すように、本実施形態では、ガラス基板 1 0 間に形成された溝状

の隙間 2 4 の最小幅 （A m i n ) と、ブラシ毛 3 4 の先端部直径 （D ) が、

A m i n Dの関係を満た している。これにより、ブラシ毛 3 4 がガラス基板 1



0 間の溝状の隙間 2 4 内に挿入されて、 ガラス基板 1 0 の主面に形成 された

遮光層 1 4 が削 られるのを防止することができる。 しかも、 ガラス基板 1 0

の切断端面は、端面 と主面に跨 る角部 も含め、 ブラシ毛 3 4 によって十分に

研磨することができる。

[0038] ここで、隙間 2 4 の最小幅 （A m i n ) は、介在 2 2 の厚 さと一致する。 また

、 ブラシ毛 3 4 の先端部直径 （D ) は、先端部の断面形状が円形のときはそ

の直径 をいい、先端部の断面形状が楕円等の異形のとき （研磨によって、形

状が変化 した場合も含む）は、積層体 2 0 に対向するときの積層方向におけ

る径 をいう。 D値は、 0 . 1 ~ 0 . 5 m mであることが好ま しい。 D値が 0

. 1 m m未満であると研磨効率が悪 くな り、 0 . 5 m m を超えると研磨品質

が不均一になる。 より好ま しくは 0 . 1 5 ~ 0 . 3 m mである。

[0039] ガラス基板 1 0 間に形成 された溝状の隙間 2 4 の最小幅 （A m i n ) と、 ブラ

シ毛 3 4 の先端部直径 （D ) は、 1 . 1 A m i n D 2 . 0 A m i nの関係 を満

た していることが好ま しい。

[0040] また、図面の例のように、 ガラス基板 1 0 の切断端面に、面取 り加工が施

されている場合には、 ブラシ毛 3 4 の先端部直径 （D ) が、隙間 2 4 の最小

幅 （A m i n ) と面取 り部 1 1 の幅の合計 と一致する隙間 2 4 の最大幅 （A ma x

) 以下であることが好ま しい。すなわち、 D A ma x の関係 を満た しているこ

とが好ま しい。

[0041 ] このように して、積層体 2 2 の外縁部 をブラシを備えた回転研磨装置 3 0

で研磨 した後、積層体 2 0 か ら介在 2 2 、すなわち、スぺ一サ部材 2 2 2 お

よび保護膜 2 2 を除去する。例えば、積層体 2 0 の固定がクランプ等の治

具でなされている場合には、治具 による固定を開放 し、スぺ一サ部材 2 2 2

および保護膜 2 2 1 を除去する。 これにより、図 1 に示 したような、端面が

十分に研磨され、 しかも、略切断端面 まで遮光層 1 4 が形成 された、強度が

高 く、かつ信頼性 に優れたセンサ一体型カバ一ガラス 1 を得 ることができる

[0042] 以上、説明 したように、本実施形態によれば、入力位置検出用電極 1 2 お



よび遮光層 1 4 等が形成された強化ガラス基板 1 0 の切断端面を、強化ガラ

ス基板 1 0 を積層 した状態で十分に研磨することができるとともに、研磨の

際に強化ガラス基板 1 0 の主面に形成された遮光層 1 4 が削り取られるのを

防止することができる。 したがって、高い強度と高い信頼性を備えたセンサ

—体型カバ一ガラス 1 を得ることができる。

しかも、入力位置検出用電極 1 2 および遮光層 1 4 等が形成された強化ガ

ラス基板 1 0 を作製するにあたって、従来のガラス基板を多数個取りできる

大サイズのガラス基板に、成膜工程や 《ターンニング工程等を行って入力位

置検出用電極等を形成 し、その後、切断 して複数の製品サイズのガラス基板

に分割する方法を適用することができるため、高い生産性を得ることができ

る。

[0043] 本発明は、以上説明 した実施の形態の記載内容に限定されるものではなく

、本発明の要旨を逸脱 しない範囲で適宜変更可能であることはいうまでもな

い。

実施例

[0044] 次に、本発明を実施例によりさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの

実施例に何 ら限定されない。

[0045] [例 1 ]

(化学強化）

5 0 m m X O O m m X O . 7 m mの化学強化用板ガラスを用意 した。こ

の板ガラスは、モル％表示で、 S i 0 2を6 4 . 2 %、 A l 2 0 3を8 . 0 %、

M g O を 1 0 . 5 %、 N a 2 0 を 1 2 . 5 %、 K 2 0 を4 . 0 %、 Z r 0 2を0

. 5 %、C a O を0 . 1 %、 S r O を0 . 1 %、 B a O を0 . 1 %、 Z r 0 2

を 0 ~ 5 %、 F e 2 0 3を0 . 0 0 1 ~ 3 %、丁 0 2を0 . 0 0 1 ~ 3 %含有

していた。

[0046] 用意 した化学強化用板ガラスを、 4 0 0 °Cの K N 0 3溶融塩に 1 . 5 時間浸

潰 してイオン交換処理 した後、室温付近まで冷却することにより化学強化 し

た。最表面の圧縮応力値は 7 0 O M P a 、圧縮応力層の厚さは 2 0 mであ



つた。

[0047] (入力位置検出用電極等の形成）

化学強化 した板ガラスの一方の主面に、入力位置検出用電極と、黒色遮光

層と、周辺配線と、保護層、および保護膜を形成 した。入力位置検出用電極

は、スパッタ法により8 0 n m厚の I T O膜を形成 した後、フォ トリソダラ

フィ技術により、所定の形状にバタ一ニングして形成 した。黒色遮光層は、

黒色のフォ トレジス トを塗布 した後、露光現像を行って 1 . 5 m厚みで形

成 した。周辺配線は、M o _ N b 合金 （5 0 n m ) / A I ( 4 0 0 n m ) /

M o _ N b 合金 （5 0 n m ) からなる金属膜をスパッタ法により形成 した後

、フォ トリソグラフィ技術によりレジス 卜マスクを形成 した状態で金属膜を

エッチングして所定のパターンに形成 した。保護層は、透光性のフォ トレジ

ス トを塗布 した後、露光現像を行って 1 . 5 m厚みで形成 した。保護膜は

、ガラス基板の両主面に液状の硬化性樹脂を2 5 m厚に塗布 し硬化させて

形成 した。

[0048] (切断)

入力位置検出用電極等を形成 した化学強化板ガラスを、カツタホイールを

用いたスクライプ プレイク法で切断 した。

(面取り）

ダイヤモン ド砥石を用いて切断後の板ガラスを面取りした。面取り形状は

C面取り、面取り幅は 1 0 0 m とした。

[0049] (積層）

切断により得 られた、一方の主面に入力位置検出用電極等の形成が形成さ

れた強化ガラスを 5 0 枚、厚さ 1 0 O mのポリエチレンテレフタレ一 卜樹

脂からなる板状のスぺ一サ部材を介 して積層 し、治具で挟みこんで固定 し、

積層体とした。板状のスぺ一サ部材等によってガラス基板間に形成された隙

間の最小幅 （A m i n ) は 1 5 0 m であった。

[0050] (研磨）

上記積層体の外縁を、図 2 に示 したような回転研磨装置を用い、積層体の



外縁に平均粒径 （D 5 0 ) 2 mの酸化セリウムを含有するスラリーを供給 し

ながら、下記の条件で研磨 した。

回転速度 ：6 0 0 r p m

ブラシ毛先端部直径 ：0 . 2 m m

上記設定により、 3 5 mの研磨を実施 した。

研磨後、治具による固定を解除して、スぺーサ部材、次いで保護膜を除去

して、ガラス基板 （センサ一体型カバ一ガラス）を得た。

[0051 ] (評価）

得られたガラス基板を目視により観察 し、ガラス基板上の遮光層に対する

研磨による影響を調べたが、遮光層の削り取りは認められなかった。また、

切断端面の傷も目視では観察されなかった。

[0052] さらに、得られたガラス基板について、曲げ強度を、 4 点曲げ試験 （J I

S R 1 6 0 1 ) により、 2 つの支持点間隔 3 0 m m 2 つの荷重点間隔 1 0

m m として、室温で測定したところ、 6 5 O M P a であった。

[0053] [例 2 、 3 ]

積層工程において用いる板状のスぺ一サ部材の厚さを表 1 に示すように変

えた以外は、例 1 と同様の材料、方法を用いてガラス基板 （センサ一体型力

バ一ガラス）を得た。

[0054] 得られたガラス基板について、例 1 と同様の評価を行った。結果を表 1 に

示す。

[0055] [表 1]

産業上の利用可能性



[0056] 本発明によれば、強度が高く信頼性に優れたセンサ一体型カバ一ガラスを

生産性良く製造することができる。 したがって、本発明は、スマー トフォン

やタブレツ卜コンピュータ等の静電容量型タツチパネルに用いられるセンサ

—体型カバ一ガラスの製造に有用である。

符号の説明
[0057] 1 センサ一体型カバ一ガラス、 1 0 強化ガラス基板、 1 2 入力位置

検出用電極、 1 4 遮光層、 1 6 周辺配線、 1 8 保護層、 2 0 積層体

、 2 2 介在、 2 4 隙間、 3 0 回転研磨装置、 3 2 円筒体、 3 4 プ

ラシ毛、 3 6 研磨材、 2 2 1 保護膜、 2 2 2 スぺ一サ部材。



請求の範囲

[ 請求項 1] 一主面 に入力位置検 出用電極 および遮光層 を備 えたガラス基板 を作

製する工程 と、

前記 ガラス基板 を複数枚、介在 を介 して積層 して積層体 を作製する

工程 と、

前記積層体の外縁部 を、 ブラシ毛が植設 された回転研磨装置 によ り

研磨する工程 と、

前記研磨 された積層体か ら前記介在 を除去する工程 とを有 し、

前記介在 は、前記積層体の積層方向視 において前記 ガラス基板の外

縁 よ り内側 に配置 されて、前記 ガラス基板同士の間に隙間が形成 され

てお り、前記隙間の最小幅 （A m i n ) と前記 ブラシ毛の先端部直径 （

D ) が、 A m i n D の関係 を満た している、セ ンサ一体型 カバ一ガラ

スの製造方法。

[ 請求項2] 前記 A m i 直および前記 D値 は、 1 . 1 A m i n D 2 . 0 A m i n

の関係 を満た している、請求項 1 記載のセ ンサ一体型 カバ一ガラスの

製造方法。

[ 請求項3] 前記 ガラス基板 は、大サイズの強化 ガラス基板か ら切 り出されたも

のである、請求項 1 または 2 記載のセ ンサ一体型 カバ一ガラスの製造

方法。

[ 請求項4] 前記 ガラス基板 は、予め前記入力位置検 出用電極 および遮光層が形

成 された大サイズの強化 ガラス基板か ら切 り出されたものである、請

求項 1 または 2 記載のセ ンサ一体型 カバ一ガラスの製造方法。

[ 請求項 5] 前記 ガラス基板 は、端面 に面取 り加工が施 されている、請求項 1 乃

至 4 のいずれか 1 項記載のセ ンサ一体型 カバ一ガラスの製造方法。

[ 請求項 6] 前記隙間の最大幅 （A ma x ) と前記 ブラシ毛の先端部直径 （D ) が

、 D A ma x の関係 を満た している、請求項 5 記載のセ ンサ一体型 力

バ一ガラスの製造方法。

[ 請求項7] 前記 ガラス基板 は、厚 さが 0 . 3 ~ 1 . 5 m m である、請求項 1 乃



至 6 のいずれか 1 項記載のセ ンサ一体型 カバ一ガラスの製造方法。

[ 請求項8] 前記介在 は、着脱 自在な板状のスぺーサ部材 を含む、請求項 1 乃至

7 のいずれか 1 項記載のセ ンサ一体型 カバ一ガラスの製造方法。

[ 請求項 9] 前記研磨工程 において、平均粒径 （D 5 0 ) が 5 m以下の研磨剤

を含むスラ リーが前記積層体の外周 に供給 される、請求項 1 乃至 8 の

いずれか 1 項記載のセ ンサ一体型 カバ一ガラスの製造方法。

[ 請求項 10] 請求項 1 乃至 9 のいずれか 1 項 に記載の方法 によ り得 られたセ ンサ

—体型 カバ一ガラス。
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